
【直轄事業】 （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

北 海 道 開 発 局 177,343 98,530 275,873 

東北地方整備局 114,735 73,626 188,361 

関東地方整備局 419,149 89,740 508,889 

北陸地方整備局 89,107 43,931 133,038 

中部地方整備局 210,718 73,510 284,228 

近畿地方整備局 212,491 86,483 298,974 

中国地方整備局 117,080 54,328 171,409 

四国地方整備局 88,897 34,668 123,565 

九州地方整備局 185,966 60,894 246,860 

沖縄総合事務局 36,341 11,353 47,694 

小 計 1,651,828 627,063 2,278,891 

東 京 航 空 局 69,276 0 69,276 

大 阪 航 空 局 72,483 0 72,483 

小 計 1,793,587 627,063 2,420,650 

管区海上保安本部 4,548 0 4,548 

合 計 1,798,135 627,063 2,425,198 

※1.本表のほか、官庁営繕の本省への配分額8,802百万円がある。
　2.計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

平 成 ２８ 年 度 配 分 額

区 分
平成28年度配分額



【補助事業】 （単位：百万円）

北 海 道 237,271 14,535 251,805 
青 森 県 52,874 2,788 55,662 
岩 手 県 48,081 235 48,315 
宮 城 県 58,149 1,982 60,132 
秋 田 県 42,074 690 42,763 
山 形 県 42,692 147 42,839 
福 島 県 54,579 829 55,409 
茨 城 県 85,649 1,376 87,025 
栃 木 県 69,531 6,786 76,317 
群 馬 県 77,463 3,223 80,687 
埼 玉 県 106,153 547 106,700 
千 葉 県 109,706 1 109,707 
東 京 都 543,760 28,191 571,951 
神 奈 川 県 196,082 3,127 199,209 
山 梨 県 41,338 890 42,228 
長 野 県 79,912 718 80,630 
新 潟 県 133,211 1,669 134,880 
富 山 県 53,630 316 53,946 
石 川 県 55,641 1,172 56,813 
岐 阜 県 63,505 492 63,997 
静 岡 県 122,692 3,294 125,986 
愛 知 県 223,211 6,020 229,231 
三 重 県 54,906 1,961 56,867 
福 井 県 51,895 236 52,131 
滋 賀 県 48,830 1,221 50,051 
京 都 府 61,052 3,313 64,365 
大 阪 府 221,400 14,480 235,880 
兵 庫 県 162,087 4,556 166,643 
奈 良 県 44,534 222 44,756 
和 歌 山 県 63,781 1,730 65,511 
鳥 取 県 35,297 358 35,655 
島 根 県 48,046 1,844 49,890 
岡 山 県 49,098 1,734 50,833 
広 島 県 84,667 1,890 86,558 
山 口 県 72,581 3,691 76,272 
徳 島 県 31,025 106 31,131 
香 川 県 29,526 125 29,650 
愛 媛 県 63,476 4,350 67,826 
高 知 県 57,216 2,444 59,660 
福 岡 県 213,796 5,513 219,309 
佐 賀 県 36,116 374 36,490 
長 崎 県 75,303 1,811 77,114 
熊 本 県 96,127 565 96,692 
大 分 県 60,355 8,370 68,725 
宮 崎 県 53,576 1,839 55,415 
鹿 児 島 県 68,759 2,459 71,218 
沖 縄 県 38,080 3,714 41,794 
小 計 4,318,736 147,936 4,466,672 
独 立 行 政 法 人 等 684,035 0 684,035 
合 計 5,002,771 147,936 5,150,707 

区 分

※1.独立行政法人等は、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構及び鉄道事業者等に対する補助である。
  2.計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

平成28年度配分額
計一括配分本省配分


